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概要

  今 日、資源 の有限性 が顕在化す る中で、貿易の拡大は環境及び環境:政策に もさま ざま

な関わ りを持つ よ うにな り、貿易拡大 とそれ に伴 う経済発展が環境 に悪影響 を及 ぼす との

懸念が生 じる一方 、各国の環境政策が一部で貿易に歪みを与 えているとの指摘 もな されて

い る。貿易 を通 じて各国経済の相互依存関係 が強まると同時 に地球環境:問題への対処が国

際社会の重要課題 となってい るとい う状況において、 「貿易 と環境」の問題 は環境保全 と自

由貿易 の推進 とをいかに両立 させ てい くのか とい う問題 に関心が向けられているのである。

  そこで、本稿 では、中国の貿易 自由化が中国 と日本 の経済、環境へ もた らす影響を定

量的に分析 した。その結果、1995年 時点で中国の貿易 自由化 が行われた場合、中国の生産

額は増加す る とともに 日本でも増加 する。一方、CO2やSO2発 生は中国では減少、日本では

増加 となる。また、中国 と日本の合計をみると、生産は0.06%の 増加 、CO2発 生は1.00%、

SO2発 生 は0.99%の 減少 となる。 よって、中国の貿易 自由化 は、両国に生産拡 大効果 をもた

らす一方、環境 を削減する方向に寄与す るといえる。それは、SO2発 生量 に関す る 「1985

年版分析」 と 「1995年 版分析 」の2時 点比較において も同様 な結果であ り、中国の貿易 自

由化 は両国に生産拡大効果 をもた らし、一方で、環境負荷軽減 の方向に寄与す る傾 向が両

年 ともに共通 してみ られる といえる。.

キー ワー ド:貿 易 と環 壌 、貿 易 自由化 、SO2発 生 量、 CO2発 生 量 、環壌 保 全
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1.は じめに

  今 日、加速す る貿易の 自由化の動 きが経済規模の拡大や国際的相互依存 関係 の深化 と

相 まって 自国だけではなくその他の国の環境 を悪化 させ る一因になってい るとい う懸念の

声があがっている。確かに、1980年 代以降、国際連合やGATT等 の様 々な機 関において、

「貿易 と環境」 をめ ぐる論争 が表面化 してきた。 その背景 には、 自由貿易 と環境保全をめ

ぐる対立があ り、 自由貿易が環境保全 と対立す る関係 にあると、主 に環境保護論者 は主張

してい る一方、 自由貿易に より経済水準が向上 し、環境改善が進む とい う経済面における

楽観論 もある。

  果 た して、環境保全 とい う道 を考 えて行 く上で、貿易の 自由化は障害 とな るものであ

ろ うか、それ とも、各国が比較優位 に特化 した結果、効率的な資源配分を達成 し、環境負

荷軽減 の方向ヘシフ トするのではないか とい うような 自由貿易 と環境保全 の関係 をめ ぐる

問題に関心が集 まってい る。そ こで、本稿では、近年著 しい成長 を遂 げてい る中国を対象

に、中国の貿易 自由化が中国 と日本 の経済 ・環境 にもたらす影響 を定量的に明 らかにする

分析 を行 う。まず、2章 では「貿易 と環境」をめぐる議論 について論 じることで、貿易 と環境

の関係 を考察する。3章 では、.分析 の概要 とモデル設定について説明す る。 そ して、4章 で

は、中国の貿易 自由化が両国の経済 と環境へ与 える影響 を定量的に明 らかにす る。最後の5

章では、中国の貿易 自由化が もた らす環境への影響について考察 を行 う。

2.「貿易 と環境」 の関係

  本節では、r貿 易 と環境」 をめ ぐる関係の論点 を整理す る。 「貿易 と環境」 について考

える際、主体を どちらに置 くかによって、「貿易が環覓に与 える影響」 と 「環境が貿易に与

える影響」の2方 向か ら捉 えるこ とが可能である。そ こで、まず 、「貿易が環境に与 える影

響」の論点を整理 し、続いて、「環境が貿易に与 える影響」 を明 らかにす ることで、「貿易

と環 Jの 関係 を把握す るこ とにす る。

 2.1貿 易が環境に与える影響

  「貿易 と環境」をめぐる議論は様々であるが、多くの人々の素朴な関心は、貿易自由化

の潮流が地球環境保全 とい う目的に対 してはた して相互支持的であるか、あるいは対立関

係にあるかといった論点にあろう。 「貿易と環境」をめぐる思想的相克や実質的な政策交渉
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は、複雑 に錯綜す る利害関係者の存在によって、ますます重層 的な構造 とな り、ひ とつの

定義や最適解 を合理的に見出す ことな ど到底できない6。さまざまなアプロ.....,チによって 「貿

易 と環境」の関係 について論 じることも意義はあるが、 ここでは、貿易が環境 に与える影響

について論 じることで相互の関係 を明確に したい。まず、貿易は、環境:にマイナスの面(環

境破壊)と プ ラスの面(環 境保全)の 両方の効果をもた らす と考 えられ る。【図2・1】 は、

貿易が環境に与 える影響 を図示 したものである。

【図2-1】 貿易が環境に与 える影響の概念図

出所)筆 者により作図。

  まず 、貿易が環境 に与 える影響をみ ると、貿易の拡大は、結果 として、当事国のみな

らず、生産波及の恩恵を受け、当事国以外の国々に も経済の拡大効果をもた らす。よって、

この生産の拡大によ り、天然資源 の枯渇や 自然資源の略奪等が頻雑に行われ るようにな り、

特に途上国において環境破壊が進む可能性がある。また、国際相互依存関係の深化に より、

公害のスピルオ,.....バー と言われ るよ うな、廃棄物や大気汚染 が国境 を越 え、他の国 々の環

境に悪影響 をもた らす ことが予想 される。 さらに、有害物質の越境移動等 を原 因に生態系

6和 気 洋 子(2002)p .96。
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の破壊 とい う生命の根源 に関わる問題が生 じる可能性 もある。一方で、貿易 自体が環境問

題を引き起 こす直接的な原因 となるのではなく、その国自体にあ らか じめ存在す る、市場

の失敗、政策 の失敗 な ど制度的メカニズムの欠陥にその原因がある ともいわれ る7。

  その一方、貿易に ともな う経済成長 により環境保全が促進 される とい うプ ラスの面 も

考え られる。貿易に よ り、環境 にや さしい技術 が伝播 し、 これ によ り、環境への影響が少

ない低負荷 品の生産が可能 とな り、環境改善が進展す る点 も予想 される。 さらに、貿易に

よる経済成長、そ して個 々人の所得が上昇す ることで、環境保全のための資金的余裕が出

来ると同時に、国民の環境 に対す る意識 に変化が見 られ、環境対策イ ンセ ンテ ィブが働 き、

環境改善効果があ る点 も考 え られ る。

2.2 環境が貿易 に与える影響

  一方、環境 が貿易 に与える影響 、つま り、環境が貿易摩擦を引き起 こす 由来 となる問

題 として、各国が 自国の環境 を守 るための環境政策が、結果 として貿易問題 に障害 をもた

らす点があげられ る。・これ は主 に、輸入国が一方的にとる自国内政策への輸出国か らの苦

情 とい う構図であるが、一方で、貿易論上で重要な国際論議 となる問題で もあ る。環境政

策が 自国の状況 に合致す るよ う策定 されている場合で も、結果 として輸入 制限的な措置 と

な り、国内産業保護の措置であるとして国外に非難 され る可能性 がある8(【図2-2】)。 そも

そ も、これ は国に よって環境基準、規制の内容が相違す るこ とに多 くは由来す る9。 もとも

と、環境基準や規制内容の相違は、特にEC域 内10での顕著な問題 であったが、経済のグロ

ーバル化進展 の中で先進国 と途上 国の貿易障壁 問題 として近年では認知 され る ようになっ

てきた11。環境保全 を理由 とす る貿易政策や貿易 に影響を及 ぼす環境政策の妥 当性をめぐる

7チ ャール ズ ・ピア ソンは
、「国内の環境政策 が良好 であれ ば、貿易が環境に悪影響 を与 える ことを示す のは非常 に難 し

く、一方、国内の環境政策 が不充分な国 につい て、貿易が環境破 壌の原 因だ と主彊す るの は簡 単で ある亅と述べて いる。

(1999年 日米環境 フォ・一 ラム基調講演 内容 よ り)。
8環 境保全 のためめ輸出入制限や環境 基準 を満 たさない産品 の使 用 ・販売 の規制 、あるいは企業 の公害防止活動 に対す

る各種の補助の付与 等々の 「環境保全 」政策 は、た とえそれが真に環境の保全 を 目的 とす る もので あった として も、結

果的には国内の産業 に保 護 を与 えるこ とにな る 伽 藤峰 夫(1994)p29;)。 結果 と して、事 実上、その 国の市場への アクセ

スが困難 とな るため、「貿易障壁Jと 同様の もの とみ な され る。一方で、環境政策 自体が 自国の 当咳産 業の国際競争力 を

弱め るとい う面 と、逆に、環境 政策 にも とつ く特定産業あるいは企業への補助 金や援助が 、その国内 の産業の競争力を

保護 し強化す る 「不公正 亅補助 とな り待 る問題 も注 目され てい る 伽 藤 峰夫(1993)p.725)。
9富 士総合研 究所 は

、国 によって異なる環境政策が必要 となる例 として、① 自然環境 、② 環境:政策 の有効性 、③産業化

の程度、④環境保護 の必要性に対す る意識 が相違す る場合 をあげている(近 藤佳太(1999p .13)。それ以外 に も、ライ フス

タイル ・文化的特徴 の相 違な どが考 えられ る。
且o国内環境 を保全す るための環境政策 が結果 として貿易に障害になる としてEC域 内 で争 われた もの として後述のデ ン

マー クの飲料容器回収 を巡 る事例が ある。 また、同様 の問題 として 「環境 ラベル 問凰 が あげ られ る。
u詳 細は 山口光恒(1992)参 考

。
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紛争 として、デ ンマー ク飲料容器 をめ ぐる紛争、イル カ保護 を理 由とす るアメ リカのマグ

ロ輸入規制等が過去の事例 として ある。前者は、デ ンマー ク政府の とった再使用が可能で

はない容器 の使用 に関 して国内外 を問わず製造 ・販売業者に一律 に禁止す る措置は、欧州

裁判所 に環境保護のための妥 当な範囲を超 えていると判断 された。 後者 は、海洋哺乳類保

護法 にお けるイルカ保護のための混獲基準を超 えるマグロ漁を行 っているメキシコか らの

マグロ ・マ グロ加工品の輸入品を禁止 したアメ リカの禁輸措置はGATTの 禁 じる数量制限

に違反す る と判定を下された12。しか し、この事例は、環境政策の相違を理由に、輸入 国の

環境基準 に基づき輸 出国に対 して輸入を制限するものであ り、GATTの 原則13に反す る。 よ

って、この ような手段が真 の環境保全のためだけを意図するのではな く、国内産業保護の

ための手段 として今後 も多 く濫用 され る危険性 があり、 「貿易 と環境」を考える際の事例 と

して多 く登場す るのである。

【図2-2】 環境が貿易に与える影響の概念図

自国
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團
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環境ラベル問題

出所)筆 者により作図。

  「貿易 と環境」をめぐる問題は、背後に国際的な相互依存関係が絡み、当事国、さら

には当事国以外の第3国 においても非常に敏感な問題であるがゆえに、なかなか解決の糸

口がみつからないものである。また、貿易による経済成長ばかりに視点が向き、派生的に

もたらされる環境負荷という負の側面には関心がいかないのが現状である。「貿易」と 「環

境」の各々の立場を尊重しつつ両者が共存可能な道筋を見つけ、持続可能な発展を目指す

12詳 細 は加藤峰 夫(1994)p .30。
11GArT第20条 では

、(b)人 、動物 の生命 または兼行の保護 に必要 な措置 、(g>有限天然資源の保存 に関す る措置。 ただ

し、その措 置が国内の生産 また は消費 に対す る制限 と関連 して実施 され る場合、環境保護 に関連 して貿易措置が認 め ら

れ ている。
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こ とが極 めて重要な課題 である。

3.分 析概要 ・方法

3.1分 析 の枠組

本分析では、中国の貿易自由化は環境負荷を下げる方向に寄与するのではないかとい

う仮説 を1995年EDEN Data Base14を 用 いて検 証す る こ とを 目的 とす る。 まず 、 「1985年 版

分析15」の分析概念 を継承 し、世界には中国とROW(そ の他国)の 代表 として 日本の2国

しか存在 しない と仮定 し、中国の貿易 自由化が中国 と日本のCO2、 SO2発 生量に与える影響

を探 るこ とにす る16(【 図3-1】)。 また、 「1985年 版分 析 」 と同様 に、本 分析 で も、 中国 の貿

易 自由化 に より、 中国において相対的に安価 な財 、つま り、労働集約財 の輸 出が増加 し、

逆 に、相 対的に高価な財、つま り労働節約財の輸入が増えるもの とす る。 これ は、 リカー

ドモデルの標準的な設定のもと得 られる主要な結果である 「自由貿易下においては、両国

はそれぞれ比較優位を持つ商品を生産する17」と、どの資源が相対的に豊富に存在するかに

よって比較優位 を説明す る、ヘクシャー ・オ リー ン定理の 「労働(資 本)が 相対的に豊富

な国は、労働(資 本)集 約的 な財 を輸 出す る18」をもとに した考えである。そこで、本分析

において、「価格の高低」により中国における労働集約財と労働節約財を判断することにす

る。その際、「1985年版分析」に従い、1985年 の購買力平価指数を判定基準 として用い る19。

以上 よ り、1995年 において労働集約財、つま り、中国の輸出 を増加 させ る部門20と して、「食

14EDEN Data Base詳 細に関 して は付録1参 照
。

15本 分析の先行研 究は篠崎他(1997aX 1997b)で ある
。分析概念 ・方法はすべて先行研 究に従 って いる。先行研 究は、中国

の 「1987年基 本表」 と日本の 「1985年 基本 表亅をもとに作成 され た 日中環境分析用産 業連関表(慶 應義塾大学産業研究

所推 計)を 用いた分析(本 分析 では 「1985年版分析亅 と呼ぷ)で あ り、本分析は1995EDEN Data Baseを 用 いた、「1995

年版 分析亅で ある.「ins年 版分析亅は 「1985年版分析」と比較可能な よ うにあ らか じめ部門分類 を行 っている。また、
「1985年 版分析 亅はSO=排 出量 を対象 汚染物 質 としているが、「1995年版分析 」では、部門 ご との詳細 な脱硫率が現時

点では明確で はないため、SOz発 生量 を対象 と してい る。よって、「1985年版分析」の排 出量 を、脱 硫率 を用 いて発生 量

に換 算 し直 した上 で、両分析 の比較 を行ってい る。以上の点 を十分考慮 した上 で、両分析 を比較す る必 要があ る。「1985

年版 分析」 と 「1995年版 分析亅の相違点 に関 しては、付録2に 掲載 した。 なお、EDEN Data Baseで は、 SO,の 発生 その

もの を 「S(h発生 量=generation」、脱硫 を行 った結果の ものを 「SOz排出量旨emission」 と表記 し、両者を明確 に区別 して

い る。
16中 国のWTO加 盟が実現 し

、貿易 自由化 が進展す る と、最恵 国待遇等の様 々な特権義務 に より、2国 間 ではな く多国間

とい う枠組み でよ りグローバル に貿易 政策を考えて行 くこ とが必要であ る。 しか し、本分析で は、世界には 中国 と日本

の2国 しか存在 しない と設定 した。
n木 村福成(2㎜)第2章 参照

。
u木 村福成(2000)第3章 参照

。
19こ れ は産 業連 関表の実質化 を可能 にするために推 計 された もので

、部門別に1985年 の 日本価格 を1と す ると1987年

の中国 にお ける同商品の価格 はい くらにな るかを指数 で表 記 した ものであ る。 詳細は篠崎他(1994)参 照。 ただ し、本分

析 にお いて李(2001)の1995年 の財別購買力平価指数 を参照 したが 、1985年 と1995年 にお いて安価 ・高価 な財名 に大き

な変化 はない と断定 し、 「1985年版 分析亅において選択 した部門をそのまま本分析で も用い る こととす る。
20部 門 コンバー タは付録9に 掲 載』

s



料品」「繊維 工業」「縫製品 ・皮革」「航空輸送」「飲食業」の5部 門を、一・方、労働節約財、

つま り輸入を増加 させ る部門 として、「紙パル プ ・同製品」 「鉄鋼業」 「非鉄金属」 「輸送用

機械機器」 「電気機械」 「電子 ・通信機器」の6部 門を選択 した(【 表3-1】)。

【図3・1】 分析 のフ ロー チ ャー ト ・概念 図

購買力平価指数

安価な財 高価な財
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貿易 自由化 .●
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 ⇒ 中国で輸出増加、日本で輪入増加

H_.

 ⇒ 中国で輸入増加、日本で輸出増加

EDENに よ る産業 連 関分 析

(基本取引表)(cot・SO2発 生表)
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…
室

一
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龜鍛

「廴 丿P

今
輸出・輸入額の
 新規設定

ぐ 亅レ

↓工
生産誘発額
(貿易自由化)

生産誘発額
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竺～L丿乏
「く_7

      LCO
ゴSO2誘発発生量
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      1

蟲監
 (BAU)

-〒 ■ 「一

   ↓
  中国の
貿易自由化による
境負荷の定量的評

出所)筆 者により作図。

【表3-1】 輸出 ・輸入 を増加 さ:せる部門

    口
養料品一
繊維工業
縫製品・皮革
航空輸送
飲食業

  入  口
紙ヌルプ同 品
鉄鋼業
非鉄金属
輸送用機械機器
電気機械
  ・通信

3.2分 析のモデル

 次に、本分析 の分析モデル の概 略を説明す る。 まず、前述 の通 り、中国にとって相対

7



的 に安価な財が比較優位 を持っ と考 え、選択 した5部 門の輸出量をそれぞれ50%増 加 させ

る。一方 、相対的に高価 な財は中国ではなく日本に比較優位があ るとし、中国における輸

入量が増 えると考 える。 この際、貿易収支 に変化はない と想定す るため、総輸入量が総輸

出量に均等 し、 さらに輸入を増や した6部 門の輸入増加率が一律 となるよ うにモデルを設

定す る。以上の設定をもとに、レオンチェフオープンモデルに より生産誘発額、そ してSO2

発生量、CO2発 生量 を定量的に推計 し、中国の貿易 自由化が環境に与 える影響を把握す る。

以上の分析モデル を式で表記す ると以下のよ うになる。

  まず、 日本 と中国それぞれについて、以下のバランス式が成立す る。

     X` A`x`+Fd'+E'一M`(1=C, J)             【式3-1】

また、生産誘発額 は、

     Xf一(1-A')一1(Fd'+E'_M`)               【式3-2】

       A:投 入係数行列

       Fd:国 内最終需要ベ ク トル

       E:輸 出列ベク トル

       M:輸 入列ベク トル

       X:国 内生産額行列

で求め られ る。 ここで、両国の生産量、輸出量、輸入量を変化 させ ると、バ ランス式 は以

下のよ うになる。

     △x' A`△z`+△E`一 △Mi

また、両国のSO2発 生量は以下のよ うに求められ る。

     S`=s'X'

       Sr:生 産単位 あた りSO2発 生量の対角行列

よって、生産量の変化 によるSO2発 生量の変化量は以下の式で求め られ る。

     △3'=s'△ κ'

【式3-3】

【式3-4】

【式3-5】

  次に、両国の輸出入額 の決定仕方 を考 える。中国は、相対的に安価 な5財 の輸出を5

割増加 させ る。 よって、中国の輸出増加分は、

     △EC=αΣEf                   【式蚓
         n=1

で 示 され る。 た だ し、a-0.5で あ る。 一 方 、 中国 の輸入 は、輸 出増 加 額 に 見合 う分 のみ 、
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先に選択 した6部 門の輸入 を増加 させる。 ただ し、各部門の輸 出増加比率が一律 となるよ

う設定す る。 よって、中国での輸入増加分は、

     △MC訪 ΣMξ                  【式3-7】
         n=1

で示 され る。輸出の収支は一定 となるため、【式3・6】 と 【式3・7】は等 しくなる。

  以上の結果、中国の生産誘発額の変化分は以下のよ うに計算 され る。

     △κc=(1_.4c)一1(△Ec_Mc)                【式3-8】

  一方、前述の通 り、中国 と日本の2国 しか存在 しない と仮定 しているため、 日本は、

中国の輸 出増分 に対応する部門の輸入分が増加 し、逆 に、中国の輸入増分に対応す る部門

の輸出分が増加す る。 よっ1(、 日本の生産誘発額変化分は、

     △κ」=(1一 一A')一1(△E」一M')                【式3-9】

と表記 できる。 また、この際、 日本 の輸 出増加分は中国の輸入増加分 に等 しく、一方、 日

本の輸入増加分は、中国の輸出増加分に等 しいため、

     △E」=ム ルfC                      【式3-10】

     △Mノ=△EC                       【式3-11】

が成 り立 ってい る。 また、 日本 のSO2発 生量変化分(∠ ∫」)は 、

     ∠8」=5勹 κ」                      【式3-12】

と表記 できる。また、同様の方法でCO2発 生量に関 して も求め られ る。以上 よ り、 中国の

貿易 自由化によ り日本 と中国において変化す るSO2とCO2発 生量 を求めるこ とが可能 とな

る。

4. 中国の貿易 自由化 が両 国の経済 ・環境 に与 える影響

  本章で は、中国の貿易 自由化 が中国 と日本の経済や環境 に与える影響を前章のモデル

式に基づいて分析す る。まず、第1節 において、1985年 と1995年 の両国の貿易構造の特徴

を明 らかにし、つづ く、第2節 で、1995年 を対象 とした中国 と日本の両国に与 える影響を

生産、そ してCO2・SO2発 生量に関 して明 らかにする。最後に、第3節 において、生産 と

SO2発 生量に関す る 「1995年 版分析」 と 「1985年 版分析」 との比較を行い、同様 のシミュ

レー シ ョンを想定 した場合 の2時 点における相違点 を把握す ることで、中国を事例 とした

場合の 「貿易 と環境」 の定量的な評価や、両国の構造変化 を明 らかにす る。
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4.1 中国 と日本の貿易構造 の特徴(1985年 、1995年)

  1985年 と1995年 の中国 と日本の輸出入構造の特徴 を把握す る。【表4-1】 は、両年 にお

ける中国の輸出額 、輸入額の上位5部 門を、同様に、【表4-2】 は、 日本 の輸出額、輸入額

の上位5部 門 を一覧に した ものである。

【表4-1】1985年 と1995年 にお ける中国の輸 出入額上位5部 門

85中 国輸出 85中 国輸入

1 繊維工業 6374 15.44% 機械工業 10138 21.57%

2 縫製品 ・皮革 5266 12.75% 化学製品 5302 11.28%

3 農林業 4666 11.30% 鉄鋼業 4234 9.01%

4 機械工業 4093 9.91 電子 ・通信機器 3641 7.75%

5 食料品 3741 9.06% 農林業 3440 7.32%

95中 国輸出 95中 国輸入

1 縫製品 ・皮革 31959 22.00% 機械工業 29189 21.04%

2 電子 ・通信機器 13250 9.12% 電子 ・通信機器 13178 9.50%

3 機械工業 12228 8.42% 繊維工業 9858 7.10%

4 繊維工業 10139 b.98% 化学製品 9318 5.72%

5 紙パ ・同製品 7513 5.17% ゴム ・プ ラスチ ック製 品 8239 5.94%

注)表 は 、 増 加 量(100万 ドル)と 増 加 量 に 占め るシ ェア(%)を 表記 して い る。

出所)1985年:篠 崎 他(1997)を 再 集 計 。1995年:EDEN Data Baseよ り筆 者 計 算 。

【表4-2】1985年 と1995年 における 日本の輸出入額上位5部 門

85日 本輸出 85日 本輸入

1 輸送用機械機器 77152 23.47% 金属鉱業 72863 29.19%

2 電子 ・通信機器 52529 15.98% 農林業 21783 8.73%

3 機械工業 44388 13.50% 食料品 16539 6.63%

4 その他輸送 21480 6.53%1 石油製品 16217 6.50%

5 鉄鋼業 21046 6.40%1 非鉄金属 13256 5.31%

95日 本輸出 95日 本輸入

1 電子 ・通信機器 122560 24,63% 食料品 50709 10.91%

2 輸送用機械機器 97128 19.52% 電子 ・通信機器 47678 10.26%

3 機械工業 65920 13.25% 原 油 ・天然ガス 45271 9.74%

4 商業 32955 6.62% 縫製品 ・皮革 31994 6.88%

5 その他輸送 30466 6.12% 飲食業 27510 5.92%一

注)表 は 、増 加 量(100万 ドル)と 増 加 量 に 占 め る シ ェ ア(%)を 表 記 して い る。

出所)1985年:篠 崎 他(1997)を 再 集 計 。1995年:EDEN Data Baseよ り筆 者 計 算 。

  1985年 の中国の輸出は、「繊維 工業」「縫製品 ・皮革」「農林業」が上位輸出品 目であ り、

これ ら3部 門で全輸出の約40%を 占めている。 また、輸入は、 「機械工業」「化学工業」「鉄
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鋼業」「電子 ・通信機器」な どの重化学工業が上位であ り、全輸入 の約50%を 占めている。

「農林業」は輸入のシェア と輸出のシェアの双方上位 において来ている とい う特徴 を持つ。

一方
、1995年 になる と、中国の輸出は、1985年 ではもっ とも輸出額の多かった 「繊維工業」

のシェアが下が り、逆に、「縫製品 ・皮革」が全輸出の約22%を 占め、もっとも輸出額の多

い部門 となった。 「電子 ・通信機器」 「機械 工業」が輸出の上位部門 となった点が特徴 であ

る。また、1995年 の輸入は、 「機械工業」の輸入がもっ とも多い点は1985年 と同様である

が、「農林業」の輸入 が減 り、逆に、「繊維 工業」や 「ゴム ・プラスチ ック製品」が輸入の

上位 に来た点が特徴である。1995年 では、 「電子 ・通信機器」 「繊維工業」「機械 工業」の3

部門は輸出 と同時に輸入 も多い部 門となっている点が特徴であ る。

  同様に、 日本についてみ ると、1985年 の輸出は、「輸送用機械機器」「電子 ・通信機器」

「機械工業」が輸出の上位部 門となってお り、これ ら3部 門で全輸出の約53%を 占めてい

る。また、 日本は、輸出の上位部 門が重工業である点が特徴 といえる。1985年 の輸入は、

「金属工業」 「農林業」 「食料 品」が上位3部 門 となってい る。 日本 は天然資源や農作物、

軽工業の輸入 が多い点が特徴 といえる。一方、1995年 をみ ると、 日本の輸出上位部門名 に

は1985年 と比較 して大 きな変更はみられない。前述の輸出上位3部 門のシェアが約57%に

増加す るとともに、「商業」のシェアが増えた点が特徴 である。1995年 の輸入 は、「食料品」

が もっとも輸入額の多い部 門 とな り、 「原 油 ・天然ガス」 「飲食業」が輸入 の上位部門 とな

った。 「電子 ・通信機器亅は1995年 では輸出 も輸入 もシェアが多い部門 となっている。

  以上 よ り、 中国の輸出は1985年 では、 「繊維 工業」や 「縫製品 ・皮革」そ して 「農林

業」な どの第1次 産品や軽工業が主力輸出品であったが、1995年 になると、「縫製品 ・皮革」

に加 え、「電子 ・通信機器」や 「機械工業」などの重工業の輸 出品が増加 した といえる。ま

た、中国の輸入は、「機械 工業」や 「電子 ・通信機器」な どの重工業の輸入シェアが多い点

が特徴である。 日本の輸出は1985年 か ら1995年 にかけて大 きな変化はみ られず、「電子 ・

通信機器」 「輸送用機械機器 」 「機械工業」での輸出が主力 となっている。一方、 日本 の輸

入は、天然資源の輸入や 「食料品」「縫製品 ・皮革」な どの軽工業の輸入が多い点がみ られ、

この傾向は両年 に共通の特徴 といえる。

  また、両国の2時 点における貿易収支をみると、中国は、1985年 は約57億 ドルの貿易

赤字であるが、1995年 には約65億 ドルの黒字に転 じている。__..方、日本 は両年 とも黒宇で

あ り、1985年 は約791億 ドル の貿易黒字を計上 していたが、1995年 には約327億 ドルの黒
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字 となった。部門別 にみてい くと、まず、1985年 の中国は、「機械 工業」「鉄鋼業」「輸送用

機械機器」 「電子 ・通信機器」 「電気機械」などの重工業において、それぞれ約60億 ドルか

ら約12億 ドルの赤字が大 きく影響 し、結果 として1985年 の中国は貿易赤字 となっている

といえる。一一方、前述で輸出の主要部門 としてあげ られた 「繊維 工業」「縫製品 ・皮革」「農

林業 「食料品」がそれ ぞれ約40億 ドルか ら約15億 ドルの黒字 となっている。 また、1995

年になると、 「農林業」 「金 属鉱業」「石油製品」 「ゴム ・プラスチ ック製品」「非鉄金属」な

どの部門が黒宇 か ら赤字へ転 じ、 さらに 「化学製品」が大幅な赤字 とな るが、逆に、輸入

が増加 した 「電子 ・通信機器 」が赤字か ら黒字へ、また、1985年 で赤字であった 「輸送用

機械機器」 「電気機械 」などの赤字額が減少 し、 さらに、「縫製 品 ・皮革」が大幅な黒宇 と

なったことか ら、結果 として、1995年 の中国は貿易黒字国 となった。また、 日本の1985年

は、 「金属工業」 「農林業」 「原油天然ガス」 「食料 品」 「石 油製品」 「非鉄金属」 などの輸入

が多い部門が、それぞれ 、約728億 ドルか ら約100億 ドルの非常に大 きな赤字 となってい

る

4.2 中国の 自由貿易が もた らす影響(1995年)

  中国の労働集約財 の輸出を増や し、労働節約財の輸入 を増加 させ る中国の貿易 自由化

導入を想定 し、EDEN data Baseを 用いた産業連 関分析 より、中国 と日本の両国の経済 ・環

境 に直接 ・間接的 に与える影響 を定量的に測 る分析 を行 った。 【表4。3】 は、 中国、 日本、

そ して両国合計の生産額、CO2発 生量、 SO2発 生量に関する結果 を一覧 に した ものである。

【表4・3】 「1995年 版分 析 」 の結果

1995中 国 1995日 本 1995中 国 ・日本

変化量 変化率(%) 変化量1変 化率(%) 変化量 変化率(%) 1
生 産 誘 発 額(100万 ドル)

CO2誘 発 発 生 額(1000t)

SO2誘 発 発 生 額(t)

  633

-42557

-335429

0.034

-1.545

-1.471

?626

2990

31176

0.075

0.250

0.398

 8259
-39568

-304253

0.069

-1.002

-0.993

出 所)EDEN Data Baseよ り計 算 。

  まず経 済 に与 え る影 響 をみ る と、生 産 は、 中国で6億3千 万 ドル(0.03%)増 加 し、 日

本 で も76億2千 万 ドル(0.07%)の 増加 となっ た。次 に、環境 に与 え る影 響 をみ る と、CO2

発 生 量は 中 国で は4250万t。CO2(一1.54%)減 少 した の に対 し、 日本 では290万t・CO2(0.24%)の
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増加 となった。同様に、SO2発 生量は中国では33万5千t(一1.47%)の 減少 に対 し、 日本 では

3万1千t(0.39%)の 増加 となった。 中国と日本の両国合計を見ると、生産では82億5千 万

ドル(o.os%)の 増加、 CO2で は3950万t-CO2(一1.00%)の 減少、 SO2で も30万4千t(一 〇.99%)の

減少 である。両国 とも生産は増加す るが、CO2やSO2発 生量は中国では減少 し、日本では増

加す る。 しか し、両国合計でみると中国の発生の減少量が 日本の増加量 を上回 るため、両

国合計のCO2発 生量やSO2発 生量は減少 となる。また、発生量の減少率は生産の増加率よ

りも絶対額では大 きい。 よって、両国に与 える影響 をマクロでみる と、中国の貿易 自由化

は両国に生産の増加 をもた らす一方、環境負荷軽減の方向に寄与 し、環境改善の傾向が予

想 され ると結論で きる。以上はマクロ経済全体 に与 える結果であったが、次 は部門別にみ

てい くことでその要因 を探 る。

【表4・4】1995年 生産増加の主要部門

1995中 国 1995日 本 1995中 国 ・日本

-

∩乙

3

4

繊維工業
縫製品 ・皮革
農林業
食料品

18710

18399

7196

4929

34.63%

34.05%
13.32%

9.12%

電子 ・通信機器
鉄鋼業
輸送用機械機器
非鉄金属

1SS26

11073

7132

4737

31.67%

22.59%

14.55%

9.66%

繊維工業
農林業
鉄銅業
文化 ・教育 ・科学研究

9781

5802

19$4

1584

44.14%

26.18%

8.95%

7.15%

注)表 は、増加量(ioO万 ドル)と 増加量に占めるシェア〈%)を表記 している。一           『

出所)EDEN Data Baseに よ り計 算。

【表4。5】1995年 生産減少の主要部門

1995中 国 1995日本          1995中 国・日本

-

∩乙

亀

」

4

電子 ・通信機器
鉄鋼業
非鉄金属
輸送用機械機器

一16469

-9089

-6696

-5662

30.84%
17.02%

12.54%

10.60%

縫製品 ・皮革
繊維工業
食料品
化学製品

一20492

-8929

-4470

-2680

49.50%縫 製 品 ・皮 革

21.57%非 鉄 金 属

10.80%機 械 工業

6.47%商 業

一2093

-1959

-1580

-1058

17.73%

16.59%

13.38%

8.96%

注)表 は 、減 少 量(100万 ドル)と 減 少 量 に 占め る シェ ア(%)を 表 記 して い る。

出所)EDEN Data Baseに よ り計 算 。

  【表4-4】 は、中国の貿易 自由化 を想定 した際に、生産増加 量が多い上位4部 門を、同

様に 【表4-5】 は、減少量が多い上位4部 門を中国、 日本、そ して両国合計に関 して一覧に

した もので ある。 まず、中国 自身 においては、労働集約財 であ り輸 出増加 となった 「繊維

工業」 「縫製品 ・皮革」 「食料品亅での生産増加 が大きい。特に、 「繊維工業」 と 「縫製品 ・

皮革」 は増加量のそれぞれ約34%以 上を占め、直接 ・間接 に誘発 され る生産量が非常に多

い部門 といえる。 「食料品」は間接波及効果のため生産が増加 した部門である。 また、生産
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増加 となった部門数は全43部 門の うち11部 門のみであ り、中国 自身の貿易 自由化 により直

接 ・間接 に生産誘発効果 を受 ける部門は非常に限定 されているといえる。 一方、輸入増加

となった6部 門の うち、「電子 ・通信機器」 「鉄鋼業」 「非鉄金属」 「輸送用機械機器」の4

部門での生産減少量が多 く、これ ら4部 門で生産減少量の約70%以 上を占めている。特に、

「電子 ・通信機器」での生産減少量が多 く、減少量の約30%以 上を占めてい る。 日本 は、

輸出増加 となった 「電子 ・通信機器」「鉄鋼業」 「輸送用機械機器」 「非鉄金属」での生産増

加 が顕著で、 これ ら4部 門で増加量の約78%以 上を占めている。特 に、中国では生産が減

少 となった 「電子 ・通信機器」 において 日本での生産増加が顕著で ある。一方、輸入増加

となった 「縫製 品 ・皮革」「繊維工業」「食料品」での生産が減少 している。 また、 「化学製

品」 は間接波及効果が影響 し、生産が減少 した部門である。中国の貿易 自由化 によ り、 日

本 で生産が増加す る部門数 は24部 門であ り、中国 よりは 日本の方が生産誘発効果 を受ける

部 門数が多い といえる。

  次に、 中国 と日本 を合計 した場合 をみ ると、「繊維 工業」 「農林業」 「鉄鋼業」 「文化 ・

教育 ・科学研究」が生産増加 の多い部門であ り、逆に、「縫製品 ・皮革」 「非鉄金属」 「機械

工業」 「商業」が減少 量の上位部門 となっている。 中国で輸出増加 となった 「繊維工業」は

中国での生産増加 が大 きく影響 し、両国合計では増加 、逆に 「縫製 品 ・皮革」は中国での

生産増加以上 に直接 ・間接 的にもた らされ る 日本での生産減少が多かったため、両国合計

でみ ると、生産は減少 となっている。また、 中国で輸入増加 となった 「鉄鋼 業」は、 日本

での直接 ・間接 的に もた らされ る生産増分が中国での生産減少分を上回 り、両国合計では

生産の増加 とな り、一方、 「非鉄金属」は中国での生産減少分が大き く影響 し、両国合計で

は生産の減少 となってい る。また、「農林業」 「文化 ・教育 ・科学研究」は間接 的に両国へ

の生産波及効果を もた らされ る部 門である。特 に、 「農林業」は中国での生産増分 が、 「文

化 ・教育 ・科学研 究」では 日本の生産増分が大 きく影響 し、結果 として両国合計では生産

増加 となってい る。一方、 「機械工業」や 「商業」は間接的に生産の減少 を もた らされ る部

門である。両部門 とも中国での生産減少が影響 し、両国合計では生産が減少 となってい る。

  また、部門別 の特徴 をみると、両国 ともに生産が増加 したのは 「機械工業」 「文化 ・教

育 ・科学研 究」の2つ のみであ り、これ らは間接的な影響 を受 け生産増加 とな った部門で

ある。一方 、両国 とも生産が減少 したのは、 「原油 ・天然ガス」 「印刷 ・文化教育用品」 「石

油製品」「その他製造業」 「道路輸送」 「その他輸送」 「通信」 「商業」 「公共事業 ・民間サー
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ビス」「金融 ・保険」である。 また、中国で生産が増加 し日本では減少 した部門は、輸出増

加 となった5部 門の他 に、間接的な影響 を受け、中国のみで生産増加 となった 「農林業」「漁

業」 「化学製 品」 「医薬品」 である。一方、 日本 では生産が増加 したが中国では減少 した部

門は、中国での輸入増加 となった6部 門の他に、「金属鉱業」等の鉱業、「セ メン ト」「機械

工業」等 の重工業が多い点が特徴 である。次に、環境 面での影響 を部門別にみてい く。

【表4-6】1995年CQ2発 生増加の主要部 門

1995中 国 1995β 本 1995中 国 ・日本

1 繊維工業 11747 40.79% 鉄鋼業 3755 bO.56% 繊維工業 11393 44.26%

2 化学製品 6969 24.20% コー ク ス ・石 炭 製 晶 ・ガ ス 600 9.67% 化学製品 6663 25.88%

3 縫製品 ・皮革 2531 8.79% 電力 ・熱供給 540 8.71% 農林業 2273 8.83%

4 食料品 2379 8.26% 紙パ ・同製品 493 7.95% 食料品 2221 8.63%

5 航空輸送 2338 8.12% 非鉄金属 411 6.63% 縫製品 ・皮革 1695 6.59%

注)表 は 、増 加 量(1000t)と 増 加 量 に 占め るシ ェア(%)を 表 記 して い る。

出 所)EDEN Data Baseに よ り計 算 。

【表4-711995年 CO2発 生減少の主要部門

1995中 国 1995日 本 1995中 国 ・日本

1 鉄鋼業 一22766 31.91% 航空輸送 一1313 40.88% 電力 ・熱供給 一21186 32.44%

2 電力 ・熱供給 一21726 30.45% 縫製品 ・皮革 一836 26.03% 鉄鋼業 一19011 29.11%

3 非鉄金属 一6768 9.48% 繊維工業 一354 11.03% 非鉄金属 一6357 9.73%

4 その他窯業土石 一4991 6.99% 化学製品 一306 9.53% その他窯業土石 一4946 7.57%

注)表 は 、 減 少 量(10001.)と 減 少 量 に 占 め る シ ェ ア(%)を 表 記 して い る。

出所)EDEN Data Baseに よ り計 算 。

  【表4・61は 、 中国の貿易 自由化を想定 した際に、CO2発 生の増加 量が多い上位5部 門

を、同様 に 【表4。7】 は、CO2発 生の減少量が多い上位4部 門を中国、 日本、そ して両国合

計に関 して一覧に した ものである。中国は、自身の貿易自由化に より輸出増 とな り、直接 ・

間接的な生産が誘発 された 「繊維工業」「縫製品 ・皮革」「食料品」 「航 空輸送」や、間接的

な生産波及効果 を受け生産増加 となった 「化学工業」でのCO2発 生量増加が顕著である。

特に、「繊維工業」「化学工業」の上位2部 門でCO2発 生増加量の約65%を 占めてい る点が

特徴である。一方、輸入増加 で直接 ・間接的に生み出され る生産が減少 した 「鉄鋼 業」や

「非鉄金属」では発生が減少 し、また間接的な波及 の影響 を受 け生産が減少 となった 「電

力 ・熱供給」で も 「鉄鋼業」 と同 じ規模 の発生の減少がみ られ る。 さらに間接的な影響 を

受け生産が減少 となった 「その他窯業土石」では、発生係数が高い ことが影響 し、主要な

発生の減少部 門になっている。 日本 は、輸出が増加 し生産増加 となった 「鉄鋼業」「紙パ ・
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同製品」「非鉄金属」や間接 的な影響 を受けて生産増加 となった 「コー クス ・石炭製品 ・ガ

ス」や 「電力 ・熱供給」での発生 の増加が顕著である。特 に 「鉄鋼業」に よるものが発生

増加 の約55%を 占め、非常 に多いのが特徴である。一方、 日本 での発 生減少をみると、輸

入増加 により生産が減少 した 「航空輸送」 「縫製品 ・皮革」「繊維 工業」の減少 ジェアが も

っとも多いのが特徴 で、さ らに、間接的な影響 を受 け生産が増加 した 「化学製 品」での発

生が減少 している。以上 を中国 と日本の合計でみると、CO2発 生量は、中国において輸出増

加 による直接 ・間接的 な生産波及効果 による生産増加 が大 きく影響 した 「繊維工業」での

増加量がもっ とも多 く、「食料品」や 「縫製品 ・皮革」での増加 も多い。 また 「化学製品」

や 「農林業」での増加量 も多 く、 これ らは、特に中国において間接的な波及効果に よる生

産量の増加 が大 きく影響 レ 発生量が大きく増加 した部門 と考 えられ る。

  一方、両国合計でみ ると、CO2発 生量の減少は 「電力 ・熱供給」「鉄鋼業」が多い。 「電

力 ・熱供給」は、 日本では間接的な波及の影響を受け、生産 が増加 したが、中国 自身での

生産減少分が大 きく影響 し、結果 として発生量の減少につなが った部門である。同様 に 「鉄

鋼業」は、 日本では輸出増加 に ともな う生産の増加が影響 し、発生量が もっ とも増加 した

部門であるが、 中国での輸入増加 にともな う生産の減少 による発生量の減少 が大き く影響

し、両国合計では発生量が減少 となった部門 と考えられ る。

【表4-8】1995年 SO2発 生増加の主要部門

1995中 国 1995日 本 1995中 国 ・日本

-
《∠

り
」

」弓

繊維工業
化学製品

食料品
縫製品 ・皮革

114587

51002

27658

24233

46.64'%

20.76%

11.26%

9.86%

鉄銅業

電力 ・熱供給

紙パ ・同製品
コー・クス石炭製品 ・ガス

20055

5278

4541

4209

55.47%

14.60%

1256%

11.64%

繊維工業
化学製品

食料品
縫製品 ・皮革

113621

50074

27313

22129

47.16%

20.79%

11.34%

9.19%一

注)表 は 、 増加 量(1000t)と 増 加 量 に 占め る シ ェ ア(%)を 表 記 して い る。

出所)EDEN Data Baseに よ り計 算 。

【表4。gl l995年 SO2発 生減少の主要部 門

1995中 国 馳 1995日 本
一  

1995中 国 ・日本

-

∩∠

兮」

4

電力 ・熱供給
鉄鋼業
その他窯業土石
非鉄金属

一160188

-159107

-69802

-55688

27.57%

27.38%

12.01

9.58%

縫製品 ・皮革
繊維工業
化学製品
食料品

一2104

-966

-928

-344

42.25%

19.40%

18.64%

6.91

電力 ・熱供給
鉄鋼業.
その他窯業土石
非鉄金属

一154909

-139052

-69687

-S4S12

39.69ｰ10

35.63%

17.86%

13.97%

注)表 は 、減 少 量(1000t)と 減 少 量 に 占め る シ ェ ア(%)を 表 記 して い る。

出所)EDEN Data. Baseに よ り計 算 。

次に、SO2発 生量に関 してみてい く。【表4-8】 は、中国の貿易 自由化を想定 した際 に、
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SO2発 生の増加量が多い上位4部 門を、同様に 【表4-9】 は、 SO2発 生の減少量が多い上位

4部 門を中国、 日本、そ して両国合計 に関 して一覧に したものである。 中国 自身の貿易 自

由化によ り中国でもっ ともSO2発 生量が増加す るのは、輸出増加 にともない生産が増加 し

た 「繊維工業」や 「食料品」、そ して間接的な生産波及効果 をうけた 「化学製 品」な どの部

門である。特 に 「繊維 工業」は発生増加量の うち約46%を 占め、発生量増加が非常に多い

部門である。一方、中国において間接的な影響 を受 け生産が減少 した 「電力 ・熱供給」 「そ

の他窯業土石」や輸入増加 による生産減のために発生量が減少 した 「鉄鋼業」 「非鉄金属」

での発生減少量が多い。 日本では、輸 出増にともない生産が増加 した 「鉄鋼業」や 「紙パ ・

同製品」での発生が多 く、また、生産 自体が増加 した 「電力 ・熱供給」 「コークス」での発

生増加が多い。一方、輸入 が増加 し生産が減少 した 「縫製品 ・皮革」 「繊維 工業」 「食料品」

の3部 門で発生減少の約69%を 占める。また、間接的な影響を受け中国では生産増加 とな

ったが 日本では減少 となった 「化学製品」での発生減少 も多い。以上を中国 と日本 の合計

でSO2発 生量み ると、増加 、減少 ともに、中国の発生量の増減が影響 し、「繊維工業」 「化

学製品」 「食料品」 「縫製品 ・皮革」で増加 し、逆に、「電力 ・熱供給」 「鉄鋼業」 「その他窯

業土石」 「非鉄金属」で減少 している。

4.3 中国の 自由貿易が もた らす影響(1985年 と1995年 の比較)

  次に、 「1985年 版分析」 と 「1995年版分析」の結果の比較 を行 う21。【表4-10】 は、生

産誘発額 とSO2発 生量に関 して、2時 点の変化を中国、日本、そ して両国合計 について一覧

に した ものである。

        【表4。10】 「1985年版分析」 と 「1995年版分析」の結果

」

中国 日本 中国 ・日本

85年195年 85年lg5年 85年lg5年

生産誘発額

SO2誘 発発生額

SO2誘 発発生変化率(%)

 一739

-564333

-2 .921

  633
-335429

-1.471

2729

25781

0.738

7626

31176

0.398

 1990

-538552

-2.361

 8259

-304253

 -0.993

単 位)100万 ドル 、t

出所)1985年 値 は 篠 崎 他(1997)p.14よ ワ抜粋 。1995年 はEDEN Data Baseよ り計 算。

  中国の労働集約財の輸出を増や し、一方、労働節約財の輸入を増やす貿易自由化を想

2且前述 の とお り
、 「1985年版分析」 と 「1995年版 分析」は使用デー タ概念 に若干 の違いがみ られ るた め、こ こではSO,

発生 量の結果 のみを対象 とす る。そ の際、両者の比較が可能な ように、「1985年版 分析 亅の結果を発生量 に換算 し、再

計算 を行 った もの を利用 してい る。 両分析の相違点については付録2に 掲載 した。
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定 し両国に もた らす影響 をみてい く。まず、生産誘発額をみ ると、1985年 では、中国で7.3

億 ドルの減少、一方 、日本 では27.2億 ドルの増加 がみ られ、同様 に1995年 では、中国では

6.3億 ドル(0.03%)の 増加 、日本 では76.2億 ドル(0.07%)の 増加がみ られる。想定では、

輸出入バ ランスには変化 が起きない、つま り国内総支出(GDE)規 模 が不変にも関わ らず、

1985年 の 中国での生産が減少 している。 これは、付加価値率の低い部門について輸入代替

が生 じているか らと考え られてい る22。しか し、1995年 では増加分の絶対額 は少 ないが、FTA

後の中国の生産額 は 日本 と同様 に増加 している。よって、1985年 から1995年 にかけての中

国の経済構造が 日本並みに付加価値 のより高い ものを生産す る構造へ と変化 しつつあるこ

とを意味 してい ると考え られる。

  また、中国 と日本 の両国合計でみる と、生産は、1985年 では19.9億 ドルの増加 、1995

年でも82.5億 ドル(0.06%)の 増加であ り、中国の自由化は両国を1つ の地域 とみた場合 に、

生産拡大効果を もた らす といえる。 また、規模 でみたその効果 の度合いは、中国 自身 よ り

も日本の方が大き く、1985年 よ りも1995年 の方が高い といえる。次に、SO2発 生量をみ る

と、1985年 では、 中国は56.4万 トン(・2.92%)の 減少 に対 し、 日本 は2.5万 トン(0.73%)

の増加 をみせている。同様 に1995年 では、中国は335万 トン(・1.47%) .の減少に対 し、日

本 は3.1万 トン(0.39%)の 増加 となってい る。両年 とも、中国の貿易 自由化は中国 自身の

発生量 を軽減 させ る方向に寄与 し、逆に、 日本には増加 させている。ただ し、1985年 の方

が1995年 よ りも中国におけるSO2発 生量が多 く、また、減少率でみて も1985年 の方が1995

年 よりも減少の度合いが大 きく、1985年 か ら1995年 にかけて中国の貿易 自由化がもた らす

環境負荷 の変化は小 さくなっている といえる。 また、1995年 では中国の生産が増加 になっ

ているこ とか ら、中国の生産単位 あた り発生量の程度 が減少 し、環壌負荷が低い製 品の生

産が増加 した等の要因が予想 される。一方、 日本は1995年 の方が1985年 よ りも発生の増

加量 は多いが、増加率でみ ると、1995年 の方が低い。つま り、生産量の増加 に ともないSO2

の発生量 も増加 してい るが、その変化率は1985年 に比べて低いのは、中国 と同様に生産単

位 あた りの発生量の低い生産構造への変化 と技術進歩 によるもの と考え られ る。

  また、中国 と日本の両国合計でみ ると、SO2発 生量は、53.8万 トン(一2.36%)の 減少、

同様 に1995年 で も30.4万 トン(一〇.99%)の 減少である。よって、中国 自身では発生量の減

少、 日本では発 生量 の増加傾向がみ られるが、中国 と日本 を1つ の地域 と見た場合 、中国

22篠 崎 他(1997a)p
.23参 照 。
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の貿易 自由化 は、環境負荷を軽減す る方向に寄与する といえる。 ただ し、減少量や減少率

はともに1985年 の方が1995年 よ りも高 く、よって、中国の貿易 自由化が両国の環境にも

た らす影響力は1995年 の方が限定的 といえる。っま り、1985年 から10年 間にかけて中国

の産業構造が 日本に類似 した資本集約的産業への転換が起 こり、その結果、1985年 と比べ

て比較的に限定的な影響に とどまると考えられる。

  次に、要因を探るため、部門別 にみてい く。【表4-11]と 【表4。12】 は、1985年 と1995

年の生産誘発額の増加額上位部門 と減少額上位部門を中国、 日本 、そ して中国 と日本合計

に関 して一覧に したものである。

【表4-11】 生産誘発の増加 シェアの上位部門(1985年 と1995年)

1985中 国 1985日 本 1985中 国 ・日本

1 繊維工業 42.38% 鉄鋼業 34.04% 鉄鋼業 37.39%

2 縫製品 ・皮革 18.82% 電子 ・通信機器 18.04% 農林業 30.56%

3 農林業 17.45% 輸送用機械機器 14.76% 繊維工業 8.47%
4 食料品 15.87% 電気機械 8.40% 輸送用機械機器 6.58%

5 化学製品 2.26% 非鉄金属 7.50% 道路貨物 2.80%
1

1995中 国 1995日 本 1995中 国 ・日本
1

i 繊維工業 34.63% 電子 ・通信機器 31.67% 繊維工業 44.14%

2 縫製品 ・皮革 34.45% 鉄鋼業 22.59% 農林業 26.18%

3 農林業 13.32% 輸送用機械機器 14.55% 鉄鋼業 8.95%

4 食料品 9.12% 非鉄金属 9.66% 文化 ・教育 ・科学研究 7.15%

5 化学製品 5.14% 電気機械 7.78% 輸送用機械機器 6.63%
「

出所)1985年 値 は 篠 崎 他(1997)を 再 計 算 し直 した もの 、1995年 はEDEN Data Baseよ り計 算。

【表4・12】 生産誘発の減少 シェアの上位部門(1985年 と1995年)

1985中 国 1985日 本 1985中 国 ・日本

1 鉄鋼業 一 24.01% 繊維工業 19.52% 電子 ・通信機器 17.45%

z 電子 ・通信機器 22.66% 縫製品 ・皮革 17.73% 化学製品 15.90%

3 輸送用機械機器 13.55% 食料品 7.50% 商業 7.74%

4 電気機械 9.65% 農林業 5.98% ゴム ・プラスチック製品 6.91%

5 非鉄金属 728% 化学製品 5.98% 石油製品 5.71%

1995中 国 1995日 本 1995中 国 ・日本

1 電子 ・通信機器 30.84% 縫製品 ・皮革 49.50% 縫製品 ・皮革 15.06%

2 鉄鋼業 17.02% 繊維工業 21.57% 非鉄金属 14.09%

3 非鉄金属 12.54% 食料品 10.80% 機械工業 11.37%

4 輸送用機械機器 10.60% 化学製品 6.47% 商業 7.61%

5 電気機械 7.34% 農林業 3.37% 電子 ・通信機器 6.78%

出所)1985年 値 は 篠 崎 他(1997)を 再計 算 し直 した もの 、1995年 はEDEN Data Baseよ り計 算。

  まず、中国の生産 に関 してみ ると、1985年 と1995年 では生産増加額の上位部門名 に大

きな変化はみ られず、 「繊維工業」「縫製品 ・皮革」「農林業」が上位 である。ただ し、1985

19



年 では増加額 の うち約42%を 占めていた 「繊維工業」が、1995年 では約34%へ 低 下 し、逆

に 「縫製 品 ・皮革」が 「繊維 工業Jに 匹敵す る増加量 になってい る点が特徴 である。 その

他 に、上位5部 門 をみ ると、「農林業」「食料品」の増加シェアは減少 しているのに対 し、「化

学製品」はシェア を伸 ば している。また、減少部門をみる と、1985年 では 「鉄鋼業」「電子 ・

通信機器」「輸送用機器」の上位3部 門で減少量の約80%を 占めていたが、1995年 では 「鉄

鋼業」がシェア を減 らし、「電子 ・通信機器」 「鉄鋼業」「非鉄金属」の順 となった。 つづい

て、 日本の生産に関 してみ ると、1985年 では 「鉄鋼業」「電子 ・通信機器」の順 に増加額が

多かったが、1995年 では 「鉄鋼業」のシェアが減少 し、「電子 ・通信機器」 「鉄鋼業」の順

となった。 また、1985年 では 「繊維工業」は減少額の約73%を 独 占 していたが、1995年 で

は大き くシェアが低 下、逆に 「縫製品 ・皮革」が減少額 の約 半分を占めるとい う結果であ

る。 また、増加 する部門数 を比較す ると、中国は1985年 では12部 門のみ、1995年 で も11

部門のみであるが、日本は1985年 では28部 門、1995年 では24部 門である。よって、中国

の貿易 自由化 により生産増加 の効果 を受 ける部門数は、両年 とも中国の方が限定的であ り、

逆に、 日本 の方 が多種多様 な部門において拡大効果を受 けるといえる。 よって、中国は国

内での部 門間の相互依存関係 が 日本 よ りは比較的 に弱い構造 をもっているといえる。

  以上 を中国 と日本の合計でみると、1985年 は 日本 での鉄鋼業の生産 の増加が大きく影

響 し、増加額の約38%を 占め、つづいて、 「農林業」 「繊維工業」の順 に多かったが、1995

年 では、中国の 「繊維 工業」の生産増加が大 きく影響 し、「繊維工業」 「農林業」 「鉄鋼業」

の順 となった。 また、1985年 では、中国における間接的な波及効果による 「農林業」、同様

に1995年 では 日本 における間接的な効果による 「文化 ・教育 ・科学研究」が上位部門 とな

る点が特徴である。一方、生産 の減少額をみると、1985年 では中国の減少が影響 し 「電子 ・

通信機器」 が もっ とも減少額の多い部 門、つづいて 日本 での生産減少が影響 した 「化学製

品」が上位で あったが、1995年 には、 日本での生産減が影響 し、「縫製品 ・皮革」が もっ と

も減少量の多い部門 となっている。
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【表4-13】SO2発 生 の増加 シェア の上位 部 門(1985年 と1995年)

1985中 国 1985日 本 1985中 国 ・日本

1 繊維工業 49.09% 鉄鋼業 72.70% 繊維工業 47.29%

z 食料品 17.23% 紙パ ・同製品 9.33% 食料品 17.65%

3 化学製品 11.79% 電力 ・熱供給 6.22% 化学製品 11.40%

4 農林業 10.33% 非鉄金属 4.83% 農林業 10.90%

5 縫製品 ・皮革 9.19% その他輸送 2.80% 縫製品 ・皮革 9.45%

1995中 国 1995日 本 1995中 国 ・日本

1 繊維工業 46.64% 鉄鋼業 55.47% 繊維工業 47.16%

2 化学製品 20.76% 電力 ・熱供給 14.60% 化学製品 20.79%

3 食料品 11.26% 紙パ ・同製品 12.56% 食料品 11.34%

4 縫製品 ・皮革 9.86% コー・クス 石 炭 製 品 ・ガ ス 11.64% 縫製品 ・皮革 9.19%

5 農林業 8.80% 非鉄金属 3.25% 農林業 8.92%

出所)1985年 値 は篠 崎 他(1997)を 再 計 算 し直 した もの 、1995年 はEDEN Data Baseよ り計 算。

【表4。14】SO2堯 生 の減 少 シ ェア の上位 部 門(1985年 と1995年)

1985中 国 1985日 本 1985中 国 ・日本

1 電力 ・熱供給 28.63% 繊維工業 64.64% 電力 ・熱供給 29.76%

2 鉄鋼業 26.60% 化学製品 14.99'/0 鉄鋼業 24.10%

3 非鉄金属 19.05% 食料品 9.05% 非鉄金属 19.76%

4 その他窯業土石 4.91% 縫製品 ・皮革 4.41% その他窯業土石 5.14%

5 紙パ ・同製品 4.29% 漁業 4.02% 紙パ ・同製品 4.02%

1995中 国 1995日 本 1995中 国 ・日本

1 電力 ・熱供給 27.57% 縫製品 ・皮革 42.25% 電力 ・熱供給 39.69%

2 鉄鋼業 27.38% 繊維工業 19.40% 鉄鋼業 35.63%

3 その他窯業土石 12.01% 化学製品 18.64% その他窯業土石 17.86%

4 非鉄金属 9.58% 食料品 6.91 非鉄金属 13.97%

S 紙パ ・同製品 6.68% 漁業 5.18% 紙パ ・同製品 8.78%

出 所)1985年 値 は篠 崎 他(1997)を 再 計 算 し直 した もの 、1995年 はEDEN Data Baseよ り計 算 。

  つづいて、【表4-13】 はSO2発 生量の上位部門、【表4。14】 はSO2発 生量の減少部門を

中国、 日本、そ して中国 と日本合計に関 して_.,..覧に したものである。 まず、1985年 の中国

は、「繊維工業」 「食料品」「化学製品」による発生の増加が多 く、1995年 では 「化学製品」

の増加が顕著であ り、 「繊維工業」 「化学製品」 「食料 品」の順 にSO2発 生量の増加が多い。

「化学製品」は間接的な波及効果 を受 け、中国 自身での生産が増加す る部門であ り、発生

係数が高い ことも影響 し、発生量の増加が大 きくなってい るといえる。 また、発生 の減少

部門をみ ると、両年 とも 「電力 ・熱供給」「鉄鋼業」によるものが減少量の約54%以 上 を占

め、 もっとも多 くなってい る。両部門の減少量に 占めるシェアは1985年 と1995年 で大き

な変化 はみ られない。一方、 日本の発生増加部門は、1985年 では 「鉄鋼 業」が増加 量の約

70%以 上を独 占 していたが、1995年 ではシェアを減 らし、逆に、「電力 ・熱供給」「紙パ ・
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同製品」「コークス ・石炭製 品 ・ガス」によるものが増加 している。また、減少部門は、1985

年 では 「繊維製 品」が約64%を 占めていたが、1995年 では大き くシェアを減 らし、逆に 「縫

製 品 ・皮革」 がもっ とも減少量の多い部門 となった。 日本 は、 中国 と比較す ると、発生が

減少する部門は11部 門のみであ り、「繊維製品」や 「縫製品 ・皮革」そ して 「化学製品」で

の減少に大き く偏っている傾 向がみ られ る。以上を中国 と日本の両国合計値でみる と、中

国での輸 出増加、生産増加に ともない発生量が大き く増加 した 「繊維製品」が増加量の約

47%を 占め、 もっとも増加量の多い部門 となっている。

5.お わ りに

  本稿では、貿易 自由化が環境負荷にもた らす影響 を、中国 を事例に分析 した。 「中国で

の貿易 自由化の方向は環覓負荷 を下げるのか」 とい う問いに答えるため、中国での労働集

約財の輸 出を増加 、一方、労働節約財の輸入 を増加 させ た結果、中国 と日本の両国で生 じ

るCO2・SO2発 生量に どのよ うな影響 をもた らすのかを分析 した結果、まず、「1995年 分析」

より以下の5点 が得 られた。

  第1に 、生産額 は中国 と日本で増加 とな り、一方、CO2やSO2発 生は中国で減少 、日本

では増加 となる。ただ し、中国 と日本の合計でみ ると、生産は0.06%の 増加 、CO2発 生は1.00%、

SO2発 生は0.99%の 減少 とな る。よって、中国の貿易 自由化 は、両国に生産拡大効果をもた

らす一方、環境 を削減する方向に寄与するといえる。

  第2に 、両国の生産増加額 と増加 比率をみる と、中国は6.3億 ドル(0.03%)、 同様 に、

日本は76.2億 ドル(0.07%)で あ り、増加量は 日本の方が中国よ りも多 く、増加率 も日本 の

方が高い。 よって、中国の貿易 自由化は、中国 自身 よ りも 日本 の方に よ り大 きな生産拡大

効果をもた らす といえる。

  第3に 、直接 ・間接的に生み出 される生産額 に関 して部門別にみていくと、中国自身

では労働集約財で輸 出増加 となった 「繊維工業」 「縫製品 ・皮革」「食料 品」や 間接的な波

及効果を受 けた 「農林業」での生産の増加 がみ られ、逆 に、輸入増加 となった 「電子 ・通

信機器 」 「鉄鋼業」 「非鉄金属」 「輸送用機械機器」において生産の減少がみ られ る。Y方 、

日本では、中国の 自由化の影響 を受けて輸出増加 となった 「電子 ・通信機器」「鉄鋼業」「輸

送用機械機器」 「非鉄金属」において直接 ・間接的な生産の増加 がみ られ、逆 に、輸入増加

となった 「縫製品 ・皮革」「繊維 工業」「食料品」や間接的な波及の影響を大き く受けた 「化
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学製 品」において生産の減少が顕著である。また、生産増加 となる部門数 を両国で比較す

ると、中国は11部 門のみ、日本は24部 門である。よって、中国の貿易 自由化 によ り直接 ・

間接的 な生産波及効果 を受 ける部門は、中国の方が 日本 よりも限定 され 、「繊維製品」 「縫

製品 ・皮革」な どの労働集約財に限 られている といえる。

  第4に 、CO2発 生量に関 してみていくと、中国では輸出増加によ り生産が増加 した 「繊

維製品」や間接的な影響を受 け生産増加 となった 「化学製品」での発生増加 が多 く、逆 に、

輸入増加に ともない生産が減少 した 「鉄鋼業」 「非鉄金属」、そ して 「電力 ・熱供給」での

減少 が顕著であ る。また、 日本は、輸出増加 にともない生産増加 となった 「鉄鋼業」や間

接的な波及効果を受 け生産増加 となった 「コー クス ・石炭製 品」 「電力 ・熱供給」での増加

が多 く、逆 に、輸入増加に ともない生産減少 となった 「航空輸送」「縫製品 ・皮革」での発

生量の減少が多い。以上を中国と日本 の合計でみ ると、中国での生産増加 が大き く影響 し、

「繊維製品」や 「化学製品」での発生増加 が大 きく、逆に、中国で発生が減少 した 「鉄鋼

業」「電力 ・熱供給」での減少が大きくなっている。

  第5に 、SO2発 生量に関 してみてい くと、中国では輸出増加 とな り生産が増加 した 「繊

維製 品」 「食料品」や間接的な影響を受け生産増加 となった 「化学製品」での発生増加が多

く、逆 に、輸入 増加 にともない生産が減少 した 「鉄鋼業」、そ して間接的な波及効果を受け

生産 が減少 した 「電力 ・熱供給」「その他窯業土石」での減少が顕著である。また、日本 は、

輸出増加 に ともない生産増加 となった 「鉄鋼業」 「紙パ ・同製品」や間接的 な波及効果を受

け生産増加 となった 「コー クス ・石炭製品」 「電力 ・熱供給」での増加が多い。逆 に、輸入

増加 に ともない生産減少 となった 「縫製品 ・皮革」 「繊維製品」 「食料品」での発生量の減

少が多い。以上を中国 と日本 の合計でみる と、中国での生産増加 が大き く影響 し、 「繊維製

品」 「食料品」「縫製品 ・皮革」や 「化学製品」 「農林業」での発生増加が大 きく、逆に、中

国で発生が減少 した 「電力 ・熱供給」「鉄鋼業」「その他窯業土石」 「非鉄金属」での減少が

大 きくなってい る。

  つづいて、生産 とSO2発 生量に関す る 「1985年版分析」 と 「1995年版分析」の2時 点

比較によ り以下の4点 が得 られた。

  第1に 、生産額め増減の傾向をみ ると、1985年 の中国では生産が減少 しているが、 日

本は増加である。1995年 は、 中国の生産が 日本 と同様 に増加 とな り、両国合計で も増加で

ある。 そ して、両国合計でみ ると、両年 ともに生産額は増加 である。 よって、両年 とも中
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国の貿易 自由化は両国に生産拡大効果 をもたらす といえる。 また、1985年 の中国は、付加

価値 の低い部門については輸入代替が生 じているために生産が減少 した と考 え られ る。一

方、1985年 か ら1995年 にかけての中国は、付加価値の より高い ものを生産す る、比較的 日

本 に類似 した構造 を持つ よ うになってきたため、 日本 と同様に生産が増加 になった といえ

る。

  第2に 、SO2発 生量の増減の傾 向をみると、両年 とも中国で発生が減少 し、日本 で増加

している。中国の減少量や減少率は、1985年 が56.4万t(一2.92%)、1995年 が335万t(一1.47%)、

同様 に、 日本の増加量や増加率は、1985年 が2.5万t(0.73%)、1995年 が3.1万t(0.39%)で あ

る。 その結果、両年にお ける中国の減少率 と日本の増加率 を比較する と、1985年 の方が両

国 とも変化率が高 く、よって、1995年 の方が1985年 よりも環境軽減効果は減少 している と

いえる。また、中国 と 日本の合計でみると、両年 とも減少で あ り、よって、中国の貿易 自

由化 は両国に生産拡大効果を もたらす一方、環境軽減の方向に寄与す る傾 向が両年 ともに

共通 してみ られ る といえる。ただ し、その減少率は、1985年 の。2.3%から1995年 には・0.99%

に低下 してお り、環境 に与える影響は1995年 の方が少な くなってきている といえる。

  第3に 、部門別 に1985年 と1995年 の生産変化額をみる と、まず中国の生産増加の主

要部門名 に大きな変化はみ られない。ただ し、1995年 では 「繊維工業」 「農林業」「食料品」

の増加 シェアが低下 し、逆に、「縫製 品 ・皮革」 「化学製品」が伸びている。また、減少部

門も同様 に主要部門に大きな変化はみ られないが、「鉄鋼業」よりも 「電子 ・通信機器 」「非

鉄金属」での生産減少が顕著 となっている。 同様に、 日本 についてみ る と、生産増加 は主

要部門に大 きな変化はみ られ ない。ただ し、 「鉄鋼業」め比率が減少 し、 「電子 ・通信機器」

の増加 シェアが増 えている。また、生産の減少は、「繊維工業」 「縫製品 ・皮革」で増加 し

ている。以上を中国 と日本 の合計でみ ると.生 産増加 は1985年 では 「鉄鋼業」が もっ とも

多い部門であったが、日本での生産増加 が減ったため、1995年 にはシェアが低下、逆に 「繊

維製品」がシェアを伸 ば し、間接的な影響 を受けた 「文化 ・教育 ・科学 」での生産増加 が

特徴 としてあげ られる。一方、生産減少をみると、1985年 では中国での減少が大 きく影響

し、 「電子 ・通信機器」「化学製品」が もっとも減少の多い部門であったが、1995年 には、

日本での生産の減少が大 きく影響 した 「縫製品 ・皮革」が両国合計の生産減少量のもっと

も多い部門 となった。

  第4に 、部門別に1985年 と1995年 のSO2変 化額 をみると、まず、中国は 「繊維 工業」
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「食料品」 「縫製品 ・皮革」での発生増加が多いのに加 え、1995年 では 「化学製品」の増加

シェアが増 えてい る。一方、発生の減少は、両年 とも 「電力 ・熱供給」 「鉄鋼 業」 「その他

窯業 ・土石」「非鉄金属」などの部門で多く、1995年 では 「その他窯業土石」が 「非鉄金属」

を上回った点が特徴である。次に、 日本 は、1985年 は 「鉄鋼業」による発生増加 が多かっ

たが、1995年 では 「電力 ・熱供給」 「紙パ ・同製品」による発生増加が顕著 となっている。

また、発生減少 は、「繊維 工業」でのシェアが低下 し、 「縫製品 ・皮革」 「化学製品」でのシ

ェアが増加 してい る。以上を両国合計 でみると、発生増加 は両年 とも 「繊維工業」が約47%

を占め、もっとも多い部門とな り、他は中国での増加が影響 し、「化学製品」 「食料品」「縫

製品 ・皮革」な どの部 門での発生増加が多い。一方、生産減少 は、両年 とも 「電力 ・熱供

給」「鉄鋼業」での増加 が1985年 は約53%、1995年 には約75%と な り、減少 シェアの多い

部門 となっている点がみ られ る。その他に、中国での発生減少が影響 し、 「非鉄金属」 「そ

の他窯業土石」が主要 な減少部門 となっている点が両時点の共通点 としてあげられ る。

  以上の結果 より、中国の貿易 自由化は、中国国内でのSO2発 生量を削減 し、 さらに中

国 と日本 の発 生量の合計量 も減少す るこ とか ら、環境負荷が軽減の方向に寄与す る と結論

できる。 ただ し、比率でみる限 り85年 の方が95年 よりも大きい。 これは85年 の方が、相

対的に労働集約財 の生産増加 が顕著であ り、付加価値 が高 く環境負荷の高い ものの生産は

海外に依存す る傾 向が強いためであると考え られ結果 として、生産額が減少 し、発生量も

減少 した。 しか し、1995年 になると、依然 として労働集約財 の生産が多い一方、中国の構

造が比較的 に 日本 に類似 し、高付加価値な ものをつくるよ うになったため生産額 は増加 と

なった。 以上の点が影響 し、貿易 自由化による環境負荷の影響度合いは1995年 では1985

年 よ りも軽減 した と考え られ る。 また同様 に、 日本 は、1995年 の方が生産額が増え、発生

量 も増 えているが、変化率でみ ると、1985年 の場合 より低下 していることか ら、1985年 か

ら1995年 にかけて、原単位の改善が進んだ ことが貿易 自由化 による環境負荷の影響度合い

を軽減 させた原因 として考え られる。

  本稿 では 「1985年版分析」の方法 に忠実に したが うことで 「1985年版分析」 と 「1995

年版分析」 の比較 を可能 とした。 また、本稿の結果よ り 「中国の貿易 自由化 は環境負荷を

下げる方向に寄与する」 と必ず しも断言はできないが、その可能性が強 くあることが確認

できた といえる。つま り、各国が比較優位構造 に特化 した結果、効率的な資源配分が達成

され、環境 にプラスの影響を与 える側面 も見 られ るこ とを把握できた といえる。また、本
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稿 はGDE規 模 を・一定 とし、外生的に貿易構造を変化 させた結果 、環境負荷が ど うなるか と

い う分析 であ り、所得効果、価格 を考慮 した影響 を考えていない。今後は、以上の点を考

慮 し、さらには、た とえば、SO2発 生量を一定 とした場合に どの ような貿易構 造が最適であ

るか等、よ り議論 を発展 させ、現実の政策につながるような分析 を行ってい きたい と思 う。
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付 録1EDEN Data Baseの 概 要

  EDEN Data Baseは 、東アジア諸国の経済成長、相互依存関係等の変化がエネル ギー需

給や環境 に及 ぼす影響 を定量的に分析するために、 日本学術振興会未来開拓学術推進事業

複合領域 「アジア地域の環境保全」の一環 として、アジア各国の統計機 関 と共 同で慶應義

塾大学産業研 究所が推計 した ものである。正式名称 を、 「アジア諸国の環境エネルギー分析

用産業連 関表Economic Development and Environmental Navigator(通 称 、 EDEN表)」 とい う。

推計対象国は、 日本、シンガポール、台湾、韓国、マ レーシア、タイ、 フィ リピン、イン

ドネシア、中国の東アジア9力 国 ・地域であ り、推計対象年は1990年 と1995年 である"。

EDEN Data Baseは 、各国統一の部門分類を用い、作成 されたデータベー スである。産業連

関表の取引表であるA表 のほか、エネルギー物質投入表(B表)、 エネル ギー消費表(C表)、

カロ リー表(D表)、CO2・SO2発 生表(E表)の5表 で構成 されてい る。現在では、各種未

来技術の環境評価、環境家計簿の推計な どをは じめ とす る様々な環境分析 に利用 されてい

る。

EDEN Data Baseの 概 要

1一

名称
鬮

 A表 共通分類産業連関表(金 額)
B表 エネルギー物質投入表(物 量単位)

C表 エネルギー消費表(物 量単位)

D表 カ ロリー表(カ ロリー)

E表 CO2・SO2発 生表

注)A表:76門 共通分類産業連関表(各 国通貨単位)

 B表:エ ネルギー22種 の部門別投入量

 C表:B表 の うち、燃料 として消費 されたエネルギーのみを表記

  D表:C表 をカロリー換算したもの

 E表:炭 素 ・硫黄含有量から推計 した炭素 ・硫黄発生量をCO2・S◎2換 算 したもの

出所)日 本学術振興会未来開拓学術研究推進事業複合領域 「アジア地域の環境保全」(2002)

お2003年12月 現 在
、1990EDEN Data Baseの35部 門表 の み 公表 され て い る。1995 EDEN Data Baseは 現 在 推 計 中 で あ る

が 、本 分析 で は 暫 定 版 を利 用 してい る。
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付録2 「1985年 版分析」 と 「1995年 版分析 」の相違

  「1985年 版分析」は、中国の 「1987年 基本表」、 日本の 「1985年 基本表」をもとに作

成 された1985年 日中環境分析用産業連関表(慶 應義塾大学産業研 究所推計)を 用いて分析

を行 っている。一方、「1995年版分析」は、1995年EDEN D砌Base(慶 應義塾大学産業研

究所推計)を 用いてい る。よって、両分析の比較 には十分な注意が必要 となる。まず、「1985

年版分析」は45部 門分類で分析 されている。そこで、 「1985年 版分析」 との比較 をある程

度可能にす るため、 もともと76部 門で推計 されている1995年EDEN Data Baseを45部 門

分類 に合致す るよ うに統合作業を行った。ただ し、76部 門か ら45部 門への対応 が完全 には

うまく行 かず、やむなく43部 門分類での分析 となっている。また、「1985年版 分析」はSOx

排 出量を分析対象 としている。 しか し、今回分析に使 用 してい るEDEN Data Baseは 、 SO2

発生量が推計 された ものである。幸い、「1985年版分析」では、 日中両国の部門別脱硫率が

明 らか となってい る。そこで、両分析の比較 を可能 とす るため、「1985年版分析」の結果を

SOx発 生量に簡易的に変換 した上で、1985年 と1995年 の2時 点の比較を行 うこととした。

ここで、脱硫率 とは、脱硫率=(1-SO2排 出量)ノ(S(h発 生韋)で 求め られるものである。

1995年EDEN Data Baseは 中国のみ脱硫率が計測 され、 日本のデー タは存在 しないため、

「1985年 版分析」 と今 回の 「1995年版分析」を比較する際には、結果 として 「1985年版分

析」 の推計値 を発生量に換算す るとい う方法 をやむなく選択 した。
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付録8 1985年 の脱硫率
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                '鬥    一  丁冒一  冒  一一 '.}・ 一

士木建設
32 鉄迦輸送 33 鉄道輸送 59 鉄道輸送
33 道路輸送           冒 34

35
道路貨物 60 道路輸送

    匚
34 航空輸送 36 鐃鑒籠 62 航空輸送
35 その他輸送 37 その他輸送 61 一 水上輸送

63
 訴厂 亨一                                        π 田一  _匿r 唱_                      橘 一己.冖

その他の輸送及び運輸関連サービス
36 通信 38 通信 66 郵便及び電信電話           一
37 商業 39 商業 58 商業
38 飲食業 40 飲食業 64 レス トラン

65
            一..冖}.                      回一
ホテル

39 公共事業 」民間サービス 41 公共事業 ・民間サービス 6 農業サービス
72

                       一

医療-.V-}匿 

75
                      ■■}

その他のサービス
40 文化 ・教育 ・科学研究 42 文化 ・教育 ・科学研究 69 対企業 サービス ー7一

7]
   T一一

教育
41 金融 ・保険 43 金融 ・保険 67 金融 ・保険

68
                     ..一不動産

42 行政機関 44 行政機関 70 公務
43 分類不明 45 分類不明 76 分類不明

1985年 版 分析 一1985年 日中共 通分類 大気汚染分析用産業連関表

1995年 版 分 析 一1995年EDEN Data Base(日 本 、 中 国)
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